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研究成果の概要：地方自治体（政令指定都市）の水道事業体がおこなっている環境情報開示（環

境会計および環境報告書）の比較研究をおこなった。また、わが国企業のワーク・ライフ・バ

ランス関する情報開示の実態調査をおこない、実際のワーク・ライフ・バランス制度の導

入と情報開示の現実には格差があることを指摘した。さらに、わが国企業の社会環境

情報開示の史的展開とその背景について検討し、CSR（企業の社会的責任）と企業評

価の可能性について検討した。 

 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,200,000 0 1,200,000 

２００７年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

２００８年度 1,000,000 300,000 1.300,000 

年度  

  年度  

総 計 3,500,000 690,000 4,190,000 

 
 
研究分野：社会環境会計・財務会計 
科研費の分科・細目：環境影響評価・環境政策・2002・B・L・環境と社会 
キーワード：社会環境情報、環境報告書、CSR、ワーク・ライフ・バランス、水道事業体、持続

可能性  

 
１．研究開始当初の背景 
近年、社会環境情報開示は営利企業のみな

らず、地方自治体にも広がりをみせている。
とくに環境対応が迫られる水道事業体に導
入するケースが多いが、これまでの研究は営
利企業が中心であり、水道事業体の環境情報
開示の比較検討はおこなわれていなかった。 
 「ファミリー・フレンドリー」から「ワー
ク・ライフ・バランス」への概念の変化は、
企業と従業員との新たな関係性をあらわし

ている。 
 CSR は 1970 年代に「企業の社会的責任」の
名の下に議論されたが、80年代には顧みられ
なくなった。現代における CSR を企業経営に
どう位置づけるかは、新しい問題を提起して
いる。 
 
２．研究の目的 
(1)水道事業体間での環境情報開示の比較研
究をおこなう。また、民間企業レベルでは認



知されなかった水道事業体固有の問題点を
明らかにするとともに、業界ガイドラインの
策定や標準化の可能性について検討する。 
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札幌市 横浜市 川崎市

環境報告書のページ数（表裏紙含む） 27 20 15

Ⅰ．基本的項目

環境理念・環境方針 ○ ○ ○

事業管理者の緒言 ○ ○ ○

事業概要 ○ ○ ○

水源と給水区域 ○ ○ ○

組織図 ○ ○

Ⅱ．事業活動における環境配慮

年次目標と達成度評価 ○ ○

物質フロー ○ ○ ○

環境会計（保全効果、経済効果含む） ○ ○ ○

水質管理 ○ ○

（高度）浄水処理の仕組み

水資源（水源）の保全（団体支援、森林、ダム） ○ ○ ○

地盤沈下対策 ○

漏水対策 ○ ○ ○

Ⅲ．環境マネジメントシステム

環境マネジメントシステム（の構築） ○ ○ ○

オフィス活動での環境保全（省資源・省エネ） ○ ○ ○

職員への環境研修 ○

環境コミュニケーション（広報活動） ○

アンケート用紙・はがき

ISO14001の認証 ○ ○

第三者レビュー（第三者審査） ○

Ⅳ．環境負荷低減の取組

自然・新エネルギーの利用（太陽光等） ○

各種省エネルギー（コージェネレーション等） ○ ○ ○

化学物質の安全対策（薬品、PCB等）

脱水ケーキ・水道残渣・浄水汚泥 ○ ○

建設発生土・廃棄物のリサイクル ○ ○ ○

工事における環境対策（浅層埋設） ○ ○ ○

公用車の排出ガス対策 ○

グリーン購入 ○ ○

ヒートアイランド対策

施設内の緑化 ○ ○

環境指標(CO2, NOx等) ○ ○ ○

Ⅴ．社会的取組

(2)女性に優しい企業（ファミリー・フレン
ドリー企業）に着目し、このような評価を受
ける企業群が同時に適切な情報開示をおこ
なっているのか否かの調査研究を行う。 

(3)環境情報開示は持続可能性報告、CSR報告
へと拡張しつつある現状をとらえ、社会環境
情報開示に関する国際的ガイドライン策定
の動きについて検討する。 
 
３．研究の方法 
(1)政令指定都市および主要自治体（東京
都・大阪府・京都府等）が発行している環
境報告書および環境会計を継続的に入手し、
記載内容の分析をおこなう。 
また、水道事業ガイドラインの検討をおこ

ない、環境業績指標の可能性について検討す

る。 

(2)「ファミリー・フレンドリー」から「ワ
ーク・ライフ・バランス」への概念の変化
を追い、「ワーク・ライフ・バランス」企
業として評価されている企業が作成してい
る持続可能性報告書やCSR報告書の内容の
比較検討をおこなう。 

(3)企業がCSR施策を採用する論拠としての
倫理性やWin-Win関係について検討する。ま
た、企業の社会環境情報開示の論拠を考える
場合、正統性(legitimacy)が主張されている。
歴史的にみれば、わが国の現状には必ずしも
適合しないと考えられるが、文献研究ととも
にわが国の現状を説明する論拠としての正
統性の可能性について検討する。 
 
４．研究成果 
(1)平成 12 年以降、各地方自治体の水道事業
体においても環境会計や環境報告書に対す
る関心が高まったが、政令指定都市の水道事
業体で環境報告書を作成しているところは
いまだ少数であり、都道府県の水道事業体で
も現段階では環境報告書の精粗の差が激し
く、記載項目も形式も、同一事業としての統
一性に欠けている。 
(2)全体的にページ数が増加している。内容
的には、図表 1 からも明らかなように、東京
都水道局が作成する環境報告書が質量とも
に他を圧倒している。とくに、PDCAサイクル
にともなって具体的な環境施策に対する目
標数値を掲げてその達成度を開示し、CO２排
出量やエネルギー使用量、建設発生土・廃棄
物リサイクルなどの環境負荷データのみな
らず、グリーン購入や低公害車の導入に至る
まで具体的な数値が経年比較で掲載されて
おり、説得力を強めている。それに比べて、
大阪市ならびに大阪府の両水道事業体の環 

図表 1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



境情報開示には改善の余地がある。項目とし
ては記載されていても具体的な数値が記載
されていない場合が多く、「導入していま
す」・「抑制しています」の類の記述が目立つ。 
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週
（
8
5%

）　
２
年
マ
イ
ナ
ス
１
日

６
ヶ
月

○
1.
3
0
/1

.

9
三
菱
電

機
○

○
産

前
後

８
週

間
（
全
額

）
２
年

６
ヶ
月

１
年

○
1
.9
6
/
1
.9
9
/
2
.0
0

○
：
F
A
制

度
・
セ
ル
フ
サ
ポ
ー
ト
休

暇

10
三

井
住
友
海
上

火
災
保
険

○
○

○
産

前
後

８
週

間
(通

常
通

り
）

２
年

１
年

○
○

2.
0
6
/2

.

11
東

京
海
上
日
動

火
災
保
険

12
日
産

自
動
車

○
○

○
産

前
６
週
産

後
８
週
（
無

給
）
　

２
歳

の
４
月
末

ま
で

１
年

○
1.
8
6
/1

.

13
帝
人

○

05
/
2.
0
2

○

掲
載
な
し

91
/
2.
0
0

○
：Ｆ

Ａ
制
度

・託
児
所

○
○

産
前
後
８
週
間
(2
ヶ
月
+
3日

1
00
%)

約
２
年

１
年

○
2
.1
9
/
2
.1
2
/
2
.0
1

○
：バ

ッ
ク
ア
ッ
プ
休
暇

14
Ｔ
Ｏ
Ｔ
Ｏ

○
○

産
前
６
週

産
後

８
週
（
健
保
6
.6
割
）
　

１
年

１
１
ヶ
月

１
年

×
2.
3
8
/2

.

15
積

水
化
学

工
業

○

34
/
2.
2
6

○
：Ｆ

Ａ
制

度
・
積
立

休
暇
制

度

○
産
前
６
週
産
後
８
週

(1
ヶ
月
10

0%
以
下
30

%)
　

３
歳

ま
で

１
年

予
定

2
.0
4
/
2
.1
8
/
2
.1
5

○
：
裁
量
労

働
制

16
大
日

本
印
刷

○
○

産
前
６
週
産
後
８
週
（
健
保
６
割
）　

２
年

１
年

○
1
.9
2
/
1
.9
2
/
1
.8
7

△
：
Ｆ
Ａ
制
度

・
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス

17
シ
ャ
ー
プ

○
○

○
産
前
８
週
産

後
９
週

（健
保

85
%)

２
年

１
年

○
1
.9
1
/
2
.1
1
/
2
.0
2

○

18
損

害
保

険
ジ
ャ
パ

ン
○

シ
フ
ト
勤
務

時
間
制

度
産

前
後

８
週

間
（
全

額
）

２
年

１
年

○
○

1
.8
5
/
1
.9
0
/
1
.8
1

○

19
第

一
生
命

保
険

○
○

産
前
６
週
産

後
８
週
（
有
給

）
２
５
ヶ
月

通
算

３
６
５
日

○
ふ

ぁ
み

り
ぃ
転

勤
1
.3
7
/
1
.3
9
/
1
.8
0

○
：
裁
量
労

働
制

20
ア
ジ
レ
ン
ト
・
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

○
○

○
産
前
６
週
産
後
８
週
（
健
保
６
割
）　

２
年

１
年

○
2.
3
0
/2

.1
0
/
1.
9
2

×
：
Ｆ
Ａ
制
度

21
野

村
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

○
産

前
６
週

産
後

８
週

（
有

給
）

２
年

７
３
０
日

○
1.
9
1
/1

.8
3
/
1.
8
8

○
：
裁
量
労

働
制

22
日
立

製
作
所

○
○

○
産
前
後
８
週
間
(無

給
・健

保
の
補
助
）

２
年

３
ヶ
月

１
年

○
1
.8
8
/
1
.9
3
/
2
.0
5

○
：
裁
量
労

働
制

23
富

士
フ
イ
ル
ム

○
○

産
前
７
週
産
後
８
週
（
10
8分

の
1
を
控
除
）
　

２
年

１
年

○
1
.7
8
/
1
.7
7
/
1
.7
7

○
：
裁
量
労

働
制

24
花
王

○
○

産
前
６
週
産
後
８
週
（
健
保
６
割
）　

２
年

１
１
ヶ
月

１
年

予
定

1
.9
5
/
1
.8
9
/
2
.3
3

○
：
裁
量
労

働
制

25
昭
和
シ
ェ
ル
石
油

ほ
と
ん
ど
詳

細
は

不
明

(3)すべての環境報告書には環境会計情報が
掲載されているのが特徴である。一連の環境
省ガイドライン策定では環境会計が環境報
告書に先んじていた関係で、環境会計を作
成・公表した後にそれを包摂する形で環境報
告書を作成するのが一般的であるが、環境報
告書は作成せずに環境会計情報のみを継続
的に開示している事業体が多い。しかしなが
ら、水道事業体間での事業規模の格差が激し
いため、環境保全コストと効果の単純な比較
は困難である。 
(4)環境報告書の信頼性を高める第三者レビ
ュー（第三者審査）を受けるケースはいまだ
少ない。調査対象の中では、札幌市水道局、
東京都水道局、千葉県水道局のみである。 
(5)日本経済新聞社が実施した 2007 年「働き
やすい会社」調査のランキング上位 50 社を
調査対象企業として、ワーク・ライフ・バラ
ンス項目に関する情報開示の実態調査をお
こなった（本来ならば、売上高や当期純利益
などの基準にしたがってバイアスのかから
ない企業選択をすべきであるが、想定される
企業が規模の基準によって調査対象外にな
る可能性を考慮して、あえてすでに「働きや
すい」という一定の評価を得ている企業群を
調査対象とした）。 
その調査結果は図表 2 のとおりである。こ

のうち、太字でアンダーラインを付した項目
は、各企業の CSR 関係の報告書に掲載されて
いた内容である。これにより、アンケートに
対して企業が「実施している」と回答した内
容を、ステイクホルダーが CSR 報告書から直
接に情報入手が可能か否かを確認すること
ができる。 

図表 2 から判明することは、育児休暇と障
がい者雇用についてはほとんどの企業が掲
載しており、短時間勤務制度や介護休暇につ
いても約 4割の企業が掲載している。しかし
ながら、約 4割の企業が在宅勤務制度を採用
していると回答しているものの、CSR 報告書
にはほとんど記載されていない。また、フレ
ックスタイム制度や職場への復帰支援は多
くの企業が採用していると回答しているが、
情報としては記載されていない。産児休暇は
労働基準法に規定されているためか CSR報告
書には記載していない企業が多い。 
(6)この調査結果から、対従業員に関する情
報開示内容によって企業の社会性を何らか
の基準で評価することは困難であることが
理解される。制度の有無だけではなく、その
取得率も考慮しなければならないことは言
うまでもないが、それ以前の問題として制度
そのものが多岐にわたっている。 

図表 2 



さらに基本的な問題として、対従業員施策
を企業の CSR の実践として CSR 報告書に掲載
すべきか否かという問題を考える必要があ
る。たとえば、松下電器産業（現 Panasonic）
は CSR 報告書では簡略な記述にとどめ、採用
情報にリンクを貼って諸制度について詳細
に記載している。最も重要な情報利用者と考
えられる女性社員は社内で情報入手は可能
であるが、労働市場にとどまっている女子学
生等の潜在的従業員にとって、このような情
報は必要か否か、必要であるとすれば、この
現状は彼女らのニーズを満たしているのか
が問われなければならないであろう。 
(7)1970 年代におこなわれた企業の社会的責
任論と、1990 年代以降の CSR との違いは、お
そらく 2つの点で説明可能である。1つは、
かつての議論が企業活動のマイナスの側面
に対する企業批判論的なスタンスが出発点
となっていたのに対して、1990 年代以降の議
論は、SRI にみられるように、企業の社会的
側面を積極的に評価し、企業評価（あるいは、
社会・環境リスクの軽減）に結びつけている
点である。近年の動きでは、機関投資家や SRI
の評価機関が企業の社会性を評価し、ポート
フォリオの組み入れ銘柄を選別するという
形で影響力を行使し始めており、企業価値の
増大を要請する機関投資家（および評価機
関）が CSR に注目している。 

いま 1つの違いは、開示される情報の内容
と情報提供主体としての企業側の姿勢であ
る。1970 年代から 80 年代にかけて、ヨーロ
ッパを中心として企業の社会的側面、とくに
社会（従業員）に関する情報を開示する動き
が比較的活発であった。 

グローバルな地球環境問題の顕在化はそ
の議論の中心を環境に移したが、伝統的な社
会（従業員）を中心とする企業社会報告は、
環境報告書から、経済・社会・環境の 3つの
側面のバランスを問うトリプル・ボトムライ
ンをその内容とする持続可能性報告、さらに
は社会的責任報告へと展開している。 

NGO であり、多くのステイクホルダーのネ
ットワークである GRI（Global Reporting 
Initiative）から公表された持続可能性報告
ガイドラインは、世界各国の企業が公表する
持続可能性報告のディファクト・スタンダー
ドとして機能している 
(8)CSR は社会的問題に対してどこまで行動
するべきかという「企業の視点」と、社会的
問題に企業をどこまで巻き込めるかという
「社会の視点」がせめぎ合う場であって、そ
の範囲を画一的に規定することは難しい。 
(9) 企業の評価軸としての社会性評価につ
いて検討する場合、以下の 3点が重要となる 
①なぜ企業の社会性を評価するのか（評価目
的） 
②誰が企業の社会性を評価するのか（評価主

体） 
③企業の社会性として何を評価するのか（評
価対象） 

社会性評価を経営分析体系の中で位置づ
ける場合、大きく分ければ、社会性を収益
性・安全性と同列の企業評価の軸とする考え
方と、社会性を企業の収益性に還元して評価
するという立場の 2つが考えられる。企業の
社会性という性格の異なる特性を、収益性や
安全性と並ぶ伝統的な評価体系の中にどの
ように組み込むかは困難な課題である。 
(10)最近の特徴は、社会性評価が投融資とい
う「カネ」の流れに結びつけられているとい
う点である。わが国の事例としては、日本政
策投資銀行の「環境格付けによる融資（環境
配慮型経営促進事業）」が知られている 

また、日本企業を対象とする国際的な SRI
インデックスとしては、以下の 3つが知られ
ている。 
①Dow Jones Sustainability Index（DJSI） 
②FTSE4Good Index Series 
③Ethibel Sustainability Index Global 

財務諸表に集約される経済的パフォーマ
ンスとは異なり、社会・環境パフォーマンス
を単一数値に落とし込むことは困難である。 
また、環境パフォーマンスの評価には貨幣

単位よりもCO2削減量や排出量のような物量
単位での評価が不可欠である。体系的な評価
のためには、物量単位と貨幣単位との組み合
わせ、例えば、エコ・エフィシェンシー（付
加価値÷環境負荷（CO2排出量）、環境負荷
（CO2）削減量÷環境コスト）の活用が期待さ
れる。 
(11)戦略的 CSR や Win-Win 関係が論拠として
主張されているが、企業にとって Win-Win で
あるばかりではなく、企業と社会の双方にと
って Win-Win であることが重要である。もち
ろん、それが企業の経済的パフォーマンスに
結びつくのであれば、それは理想的な状況で
あるが、そのためにはステイクホルダーの意
識改革が不可欠である。 
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